
刑
事
事
件
に
関
し
、
身
体
を
拘
束
さ

れ
る
な
ど
一
定
の
処
分
を
受
け
た
と

き
に
、
議
員
報
酬
を
一
時
差
止
め
、

あ
る
い
は
不
支
給
と
す
る
も
の

提
出
者　
　

渡
辺　

智
昭　

議
員

Q　
仮
に
え
ん
罪
だ
っ
た
場
合
に
報

酬
を
戻
す
こ
と
で
責
任
が
と
れ
る
の

か
。

A　
え
ん
罪
に
つ
い
て
は
、
私
た
ち

が
判
断
す
る
も
の
で
な
く
、
裁
判
の

場
で
明
ら
か
に
な
る
こ
と
で
あ
る
。

Q　
起
訴
、
勾
留
中
等
で
も
議
員

活
動
は
で
き
る
例
が
あ
る
と
思
う
が
、

そ
の
場
合
の
扱
い
は
。

A　
い
ろ
い
ろ
な
ケ
ー
ス
が
あ
る
が
、

身
柄
が
拘
束
さ
れ
て
い
る
間
は
不
支

給
と
し
、
無
罪
と
な
れ
ば
さ
か
の
ぼ

っ
て
支
給
す
る
と
い
う
規
定
で
あ
る
。

　

反
対
討
論

　

高
橋
ブ
ラ
ク
ソ
ン
久
美
子　

議
員

　

反
対
討
論　

大
沢
え
み
子　

議
員

　
◆
情
報
化
の
推
進
を
求
め
る
決
議

（
第
４
号
）
別
掲

提
出
者　
　

小
谷
野　

剛　

議
員

◆
環
境
対
策
車
へ
の
更
新
と
普
及
を

促
進
す
る
決
議
（
第
５
号
）
別
掲

提
出
者　
　

田
村　

秀
二　

議
員

◆
緊
急
雇
用
・
経
済
対
策
を
求
め
る

決
議
（
第
６
号
）

提
出
者　
　

中
川　
　

浩　

議
員

市
政
運
営
の
基
本
的
な
考
え
方
は

田　

村　

秀　

二　

議
員

（
志　

政　

会
）

●
市
政
運
営
の
基
本
的
な
考
え
方
の

中
で
緊
急
雇
用
対
策
と
融
資
条
件
の

緩
和
と
は
何
か

　
　
　

技
術
系
職
員
3
名
の
採
用
と

保
証
人
不
要
の
貸
付
金
額
引
き
上
げ

及
び
勤
務
実
績
要
件
の
短
縮
で
あ
る
。

●
子
育
て
支
援
と
し
て
①
待
機
児
童

の
解
消
策
②
学
童
保
育
室
を
教
育
委

員
会
に
移
管
す
る
こ
と
に
つ
い
て

　
　
　

①
民
間
保
育
園
と
の
連
携
を

図
り
受
入
れ
に
努
め
て
い
く
。
②
指

導
に
一
貫
性
が
生
ま
れ
る
と
考
え
る
。

●
①
教
育
の
充
実
と
道
徳
教
育
の
副

読
本
に
つ
い
て
②
校
舎
の
耐
震
や
冷

暖
房
等
に
つ
い
て

　
　
　

①
道
徳
的
な
心
情
や
価
値
等

の
育
成
を
進
め
る
べ
き
と
考
え
る
。

②
小
学
校
2
校
、
中
学
校
2
校
に
夏

休
み
を
中
心
に
工
事
予
定
で
あ
る
。

●
狭
山
市
駅
東
口
整
備
事
業
区
域
に

伸
び
る
幹
線
区
画
道
路
に
つ
い
て

　
　
　

平
成
23
年
度
の
供
用
開
始
に

向
け
努
め
て
い
く
。

●
入
曽
駅
東
口
地
区
市
街
地
開
発
事

業
に
つ
い
て

　
　
　

都
市
計
画
決
定
に
向
け
、
法

手
続
き
に
移
行
し
て
い
き
た
い
。

●
新
規
自
動
車
購
入
に
つ
い
て

　
　
　

環
境
対
応
車
を
含
め
購
入
し

て
い
く
。

西
口
事
業
か
ら
、
市
民
の
暮
ら
し
本
位
へ

猪　

股　

嘉　

直　

議
員

　
　
　
　
　
　
　
　
（
日
本
共
産
党
）

●
経
済
不
況
の
中
で
、
西
口
事
業
の

今
後
予
定
さ
れ
て
い
る
中
央
公
民
館

な
ど
の
施
設
は
見
直
し
を
。

　
　
　

現
計
画
ど
お
り
推
進
し
て
い

く
。

●
こ
の
不
況
は
市
民
の
暮
ら
し
に
多

大
な
影
響
。
暮
ら
し
を
あ
た
た
め
る

施
策
が
必
要
。
市
長
の
考
え
は
？

　
　
　

財
源
の
活
用
で
市
民
生
活
へ

の
影
響
を
最
小
限
に
留
め
て
い
く
。

●
障
害
者
福
祉
で
の
地
域
自
立
支
援

協
議
会
は
障
害
の
種
類
が
全
分
野
に

わ
た
る
よ
う
に
。

　
　
　

市
が
委
託
し
て
い
る
３
障
害

の
相
談
支
援
事
業
者
を
中
心
に
、
関

係
機
関
が
連
携
し
、
支
援
し
て
い
く
。

●
店
舗
・
住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
補
助
金

は
経
済
効
果
の
高
い
施
策
。
予
算
枠

を
増
や
す
よ
う
な
考
え
は
？

　
　
　

地
域
経
済
状
況
等
を
総
合
的

に
勘
案
し
、
補
助
金
の
趣
旨
に
か
ん

が
み
、
事
業
を
継
続
し
て
い
く
。

●
雇
用
対
策
は
充
分
な
体
制
で
総
合

的
に
。

　
　
　

雇
用
対
策
地
域
職
業
相
談
室

は
専
門
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
配
置

の
方
向
で
県
と
調
整
、
市
で
の
雇
用

相
談
は
支
援
窓
口
と
の
情
報
共
有
化

と
連
携
強
化
に
努
め
て
い
く
。

　

そ
の
ほ
か
の
議
案　

◆
固
定
資
産
評
価
審
査
委
員
会
委
員
の
選
任
（
栗
原
洋
一
氏
・
奥
冨
和
夫
氏
）

◆
国
民
健
康
保
険
条
例
の
一
部
改
正

◆
道
路
占
用
料
徴
収
条
例
の
一
部
改
正

◆
平
成
20
年
度
特
別
会
計
等
補
正
予
算
（
国
民
健
康
保
険
・
下
水
道
事
業
・

　

狭
山
市
駅
東
口
土
地
区
画
整
理
事
業
・
介
護
保
険
）

◆
平
成
21
年
度
特
別
会
計
等
予
算
（
下
水
道
事
業
・
老
人
保
健
・
上
広
瀬
土

　

地
区
画
整
理
事
業
）

◆
市
道
路
線
の
認
定
（
３
件
）・
廃
止
（
１
件
）　　

な
ど

市長施政方針
に対する質問

市
長

市
長

市
長

市
長

市
長

市
長

市
長

市
長

市
長

市
長

市
長

（ � ）



地
域
産
業
を
全
力
で
応
援
し
よ
う

伊　

藤　
　
　

彰　

議
員

（
未
来
フ
ォ
ー
ラ
ム
）

●
市
政
運
営
の
基
本
的
な
考
え
方
と

主
要
な
政
策
の
中
で
人
件
費
の
あ
り

方
の
検
討
と
あ
る
が
、
ど
う
い
う
視

点
か
。

　
　
　

諸
手
当
の
見
直
し
と
総
体
と

し
て
の
人
件
費
の
削
減
に
つ
な
が
る

事
項
を
対
象
に
検
討
し
て
い
る
。

●
平
成
21
年
度
予
算
案
の
総
括
の
な

か
で
、
市
債
の
活
用
と
あ
る
が
市
債

発
行
と
今
後
の
市
債
残
高
の
推
移
は
。

　
　
　

公
債
費
比
率
は
、
平
成
21
年

度
９
・
２
％
、
10
年
後
の
平
成
30
年

度
に
は
８
・
４
％
と
試
算
し
て
い
る
。

●
「
快
適
で
魅
力
あ
る
ま
ち
を
め
ざ

し
て
」
の
な
か
で
入
曽
駅
東
口
地
区

市
街
地
開
発
事
業
に
つ
い
て
地
権
者

対
策
は
。

　
　
　

地
権
者
の
共
通
理
解
の
も
と

で
進
め
る
こ
と
が
望
ま
し
く
、
状
況

を
見
定
め
早
期
都
市
計
画
決
定
に
向

け
た
公
聴
会
な
ど
の
法
手
続
き
に
移

行
し
た
い
。

●
「
活
力
あ
る
産
業
を
育
て
る
ま
ち

を
め
ざ
し
て
」
地
元
企
業
の
応
援
や

地
元
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー
へ
の
応
援

を
も
っ
と
す
る
べ
き
で
は
。

　
　
　

企
業
活
動
の
た
め
の
環
境
整

備
を
進
め
る
と
と
も
に
、
関
係
団
体

と
の
連
携
の
中
で
企
業
支
援
を
進
め

て
い
く
。

市
民
の
安
心
・
安
全
と
元
気
な
狭
山
を

渡　

辺　

智　

昭　

議
員

（
公　

明　

党
）

●
学
童
、
放
課
後
教
室
の
増
設
と
校

舎
内
優
先
利
活
用
の
考
え
は
。

　
　
　

学
童
保
育
室
は
余
裕
教
室
を

積
極
的
に
活
用
し
、
地
域
子
ど
も
教

室
は
教
室
の
拡
大
に
努
め
て
い
く
。

●
温
暖
化
対
策
と
し
て
の
「
緑
化
カ

ー
テ
ン
」
を
家
庭
か
ら
企
業
ま
で
、

ま
た
、「
エ
コ
カ
ー
」
の
先
進
市
を
目

指
し
て
は
。

　
　
　

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
に
基
づ

き
取
り
組
ん
で
い
く
。
環
境
対
応
車

は
技
術
革
新
や
国
の
支
援
策
の
動
向

を
見
き
わ
め
研
究
し
て
い
く
。

●
自
主
防
災
組
織
率
の
向
上
、
強
化

と
災
害
弱
者
の
援
護
体
制
の
目
標
を

明
確
に
す
べ
き
で
は
。

　
　
　

平
成
22
年
度
結
成
率
78
・
２

％
を
目
標
と
し
、
災
害
時
に
迅
速
な

対
応
が
図
れ
る
よ
う
に
し
て
い
く
。

●
税
収
、
雇
用
増
対
策
と
し
て
、
狭

山
工
業
団
地
周
辺
の
企
業
用
地
の
整

備
を
急
ぐ
べ
き
で
は
。

　
　
　

企
業
進
出
の
動
向
や
基
盤
整

備
の
既
存
計
画
と
整
合
性
を
図
り
、

総
合
的
観
点
か
ら
取
り
組
ん
で
い
く
。

●
介
護
予
防
施
設
を
中
学
校
区
く
ら

い
の
目
標
を
定
め
先
進
市
を
目
指
し

て
は
。

　
　
　

今
後
は
状
況
を
見
な
が
ら
対

応
し
て
い
く
。

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後
、
初
の
予
算
案

中　

川　
　
　

浩　

議
員

　
　
　

        　
（
市 　

民　

21
）

●
不
況
で
、
保
育
所
の
入
所
希
望
が

急
増
。
市
の
３
年
間
の
事
業
計
画
に
、

保
育
所
定
員
の
拡
充
と
い
う
項
目
す

ら
な
い
が
？
（
人
口
は
流
出
・
減
少
）

　
　
　

現
在
民
間
保
育
園
か
ら
定
員

拡
大
の
申
し
出
が
あ
る
。
平
成
21
年

度
早
期
に
入
所
が
可
能
に
な
る
よ
う

調
整
し
て
い
き
た
い
。

●
雇
用
・
経
済
対
策
の
財
源
が
な
い

の
な
ら
、
市
職
員
の
残
業
代
カ
ッ
ト

な
ど
、
ま
ず
内
部
経
費
の
削
減
を
行

い
、
市
民
負
担
を
で
き
る
だ
け
少
な

く
し
、
経
済
対
策
に
取
り
組
む
こ
と

が
今
必
要
な
の
で
は
？

　
　
　

ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
を
活

用
す
る
方
向
で
、
超
過
勤
務
の
削
減

に
向
け
検
討
中
で
あ
る
。

●
４
月
か
ら
の
介
護
保
険
料
増
・
来

年
の
国
民
健
康
保
険
税
増
税
・
予
算

の
５
％
カ
ッ
ト
な
ど
、市
民
負
担
は
？

　
　
　

介
護
保
険
料
の
市
民
負
担
増

は
、
基
準
月
額
１
４
９
円
年
額
約
１

８
０
０
円
と
な
る
。

ま
た
、
平
成
21
年
度
は
国
保
税
の
見

直
し
を
予
定
し
て
い
る
。

●
赤
字
財
政
で
あ
る
こ
と
の
認
識
は
？

 　
　
　

決
算
時
に
実
質
収
支
額
が
マ

イ
ナ
ス
の
場
合
を
赤
字
団
体
と
い
う

も
の
。
当
市
は
こ
れ
に
当
た
ら
な
い
。

世
界
的
危
機
に
も
、
希
望
を
持
ち
冷
静
に

高
橋
ブ
ラ
ク
ソ
ン
久
美
子　

議
員

（
無　

所　

属
）

●
①
基
金
の
今
後
は
？
②
市
債
の
今

後
の
状
況
は
？
③
予
算
規
模
の
推
移

は
？

　
　
　

①
平
成
23
年
度
末
残
高
を
約

40
億
円
と
見
込
ん
で
い
る
。
②
公
債

費
の
動
向
を
見
極
め
て
い
く
。
③
平

成
22
年
度
約
４
０
３
億
円
、
23
年
度

約
４
２
３
億
円
と
見
込
ん
で
い
る
。

●
ご
み
減
量
と
リ
サ
イ
ク
ル
推
進
を

ど
の
よ
う
に
行
う
の
か
。

　
　
　

リ
サ
イ
ク
ル
プ
ラ
ザ
の
機
能

を
生
か
し
、
啓
発
に
努
め
て
い
く
。

●
企
業
誘
致
の
状
況
は
？

　
　
　

新
規
立
地
、
事
業
所
拡
張
で

約
50
人
の
新
規
雇
用
が
見
込
ま
れ
る
。

●
地
域
に
根
ざ
し
信
頼
さ
れ
特
色
あ

る
学
校
づ
く
り
と
は
？

　
　
　

自
分
た
ち
の
学
校
と
誇
れ
る

こ
と
、
地
域
文
化
の
発
信
地
、
核
と

し
て
存
在
す
る
学
校
と
考
え
る
。

●
学
校
統
廃
合
に
向
け
て
、
①
狭
山

台
地
区
と
②
入
曽
地
区
で
は
何
を
し

て
い
く
の
か
。

　
　
　

①
平
成
22
年
４
月
の
統
合
へ

準
備
を
進
め
て
い
く
。
②
秋
頃
ま
で

に
は
統
廃
合
計
画
を
ま
と
め
る
予
定
。

●
新
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
稼
動
後
の

３
セ
ン
タ
ー
の
体
制
は
？

　
　
　

事
務
職
員
、
栄
養
士
を
配
置
、

調
理
員
は
第
二
セ
ン
タ
ー
へ
異
動
。

　審議の詳しい内容は、全議録に掲載されます。議案質疑及び一般質問のより

詳しい内容を知りたい方は、会議録をご覧ください。第一回定例会の会議録は、

市役所行政資料室、公民館、図書館に6月に配付する予定です。

　なお、狭山市ホームページ（http://www.city.sayama.saitama.jp/）

でも会議録をご覧いただけます。
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長
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長
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長

市
長
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長

市
長

市
長

市
長

市
長

市
長

市
長

市
長

会議録をご覧ください
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世
界
的
危
機
に
も
、
希
望
を
持
ち
冷
静
に

高
橋
ブ
ラ
ク
ソ
ン
久
美
子　

議
員

（
無　

所　

属
）

●
①
基
金
の
今
後
は
？
②
市
債
の
今

後
の
状
況
は
？
③
予
算
規
模
の
推
移

は
？

　
　
　

①
平
成
23
年
度
末
残
高
を
約

40
億
円
と
見
込
ん
で
い
る
。
②
公
債

費
の
動
向
を
見
極
め
て
い
く
。
③
平

成
22
年
度
約
４
０
３
億
円
、
23
年
度

約
４
２
３
億
円
と
見
込
ん
で
い
る
。

●
ご
み
減
量
と
リ
サ
イ
ク
ル
推
進
を

ど
の
よ
う
に
行
う
の
か
。

　
　
　

リ
サ
イ
ク
ル
プ
ラ
ザ
の
機
能

を
生
か
し
、
啓
発
に
努
め
て
い
く
。

●
企
業
誘
致
の
状
況
は
？

　
　
　

新
規
立
地
、
事
業
所
拡
張
で

約
50
人
の
新
規
雇
用
が
見
込
ま
れ
る
。

●
地
域
に
根
ざ
し
信
頼
さ
れ
特
色
あ

る
学
校
づ
く
り
と
は
？

　
　
　

自
分
た
ち
の
学
校
と
誇
れ
る

こ
と
、
地
域
文
化
の
発
信
地
、
核
と

し
て
存
在
す
る
学
校
と
考
え
る
。

●
学
校
統
廃
合
に
向
け
て
、
①
狭
山

台
地
区
と
②
入
曽
地
区
で
は
何
を
し

て
い
く
の
か
。

　
　
　

①
平
成
22
年
４
月
の
統
合
へ

準
備
を
進
め
て
い
く
。
②
秋
頃
ま
で

に
は
統
廃
合
計
画
を
ま
と
め
る
予
定
。

●
新
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
稼
動
後
の

３
セ
ン
タ
ー
の
体
制
は
？

　
　
　

事
務
職
員
、
栄
養
士
を
配
置
、

調
理
員
は
第
二
セ
ン
タ
ー
へ
異
動
。

環境対策車への更新と普及を促進する決議（要約）

　狭山市は、大手自動車メーカーやその関連企業・並びに多くの企業が所在することにより多大な恩恵を

受け、その税収により先進的な事業を積極的に推進することができた。

　これまで市内の企業には、福祉・スポーツ・まちづくりに至るまで多様な市民生活に寄与する活動をさ

れているだけでなく、狭山市が目指す「緑と健康で豊かな文化都市」の発展の礎を築く原動力となっている。

　今日、百年に一度の世界的な経済危機が伝えられるなか、日本の基幹産業である自動車産業は、かつて

経験したことのない生産調整と事業の縮小に見舞われている。この様なときにこそ、地産地消を奨励し、

共に発展してきた市内産業を応援することが、狭山市の更なる発展に繋がるものと確信するものである。

　環境問題が世界的な課題になっている中、優秀な燃費性能を誇る新型ハイブリット車を発売するなど永

年にわたり地球環境の研究に力を注ぐ世界的な自動車メーカーもあり、その使命と役割を果たしてきてい

る。

　以上のような状況を鑑み狭山市議会は、以下決議する。

記

１．狭山市の保有する車両については環境対策車への更新に努めること。

２．地球環境問題への取り組み、ＣＯ２削減の見地から市内における環境対策車の普及を促進すること。

情報化の推進を求める決議（要約）

　今日の急激な社会経済情勢の変化は狭山市にとって好ましいものでは決してないが、このようなときこ

そ今までの業務を根本的に見直し、今後も持続可能な市民サービスのあり方を再検討する必要がある。

　情報化の推進は業務の効率化、財政基盤の健全化、市職員の資質向上という効果をもたらすものであり、

その効果は市民サービス、住民満足度の向上に直接つながるものである。行政内部の効率がどれだけ向上

するかはもちろん、市民の利便性がいかに向上したかということは具体的に議論されるべきである。

　今後は情報化の推進を行政改革の中核をなすものとして明確に位置づけ、取り組むことは避けて通るこ

とができない。市民にとっての情報化は社会における問題を全て解決するものではないが、日常生活を営

む上で立ちはだかる年齢や性別の違い、体力、障害の有無、経済的な事情その他多くの「壁」を市民とと

もに乗り越えるためにも必要である。

　以上のことから下記の事項について強く求める。

記

１．情報化推進体制の構築

　(1)　ＣＩＯ、ＣＩＯ補佐官の速やかな設置　　　　(2)　情報政策担当部署の新設

２．行政サービスの向上

　(1)　総合窓口化の推進　　　　(2)　住基カードの普及

３．ＩＴ調達の適正化

　(1)　ＩＴ調達における方針の策定　　　　(2)　システムの最適化

　(3)　国、近隣自治体への働きかけ　　　　(4)　コンサルタントの活用

４．人財の育成

　(1)　研修体制の充実　　　　(2)　人事、給与への反映　　　　(3)　知的所有権の確保

※ＣＩＯとは・・・Chief Information Officer の略、情報や情報技術に関する最高情報責任者のこと。
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